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に変更し，事実上武器輸出を解禁した．新原則で
禁輸対象となる国は北朝鮮やイラクなど12か国
で，イスラエルや中東，アフリカ諸国への輸出時
には事実上制限がかからなくなる．2015年３月に
は防衛省，外務省，経済産業省が後援して国内初
の武器展示会を開催し，同年10月には防衛装備庁
を発足させた．同庁は，従来は武器製造に関与し
ていなかった民間企業にも「武器輸出に参加を」
「国防に生かせる民生技術があれば手をあげて欲
しい」と呼び掛けているという（望月2016:23）．
　武器輸出の実態が今後どのように展開してゆく
かは未知数である一方，武器や防衛，紛争等と無
関係にあると見られてきた国内企業や投資・融資
　日本政府は2014年，武器の輸出入を禁止する
「武器輸出三原則等」を「防衛装備移転３原則」
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Abstract
　Socially Responsible Investment (SRI), recently known more as Sustainable Investment or Social 
Investment, seeks to balance the ﬁ nancial return and social good to bring about a social change. The 
concept was originally developed by religious groups in the eighteenth century to avoid businesses 
related to alcohol and/or gambling, but it has been expanded to include environment, human rights, 
inhumane weapons, and corporate governance criteria, as it has become more mainstream tool to eval-
uate corporate performance in recent years. This paper attempts to capture these changing characteris-
tics of divestment practices in a globalized era, by analyzing the case of “Save Darfur Campaign” 
promoted by civil society actors in the United States after ethnic cleansing in the Darfur region unfolded 
in the 2000s.
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　⑴　金融機関と SRI
　18世紀以降 SRIは宗教家が中心となり，主に
アルコールやギャンブルを投資対象として除外す
る運動として始まった．20世紀に入ると，ベトナ
ム戦争や南アフリカのアパルトヘイトに反対する
社会運動，消費者より自社の利益を優先する企業
を問題視した消費者運動，有色人種の隔離撤廃と
人権を求める公民権運動等といった，市民意識の
高揚と共に発展したと言われている．特に1994年
のアパルトヘイト終焉は，欧米諸国の市民運動を
原点とした金融制裁が大きな役割を果したといわ
れ，今日の SRI発展のバックボーンを作り上げ
たと評価されている（Kaempfer and Lowerberg 
1987, Westermann-Behaylo 2009）．
　その後，公害や大気・海洋汚染等環境問題への
関心の高まりから，持続可能な社会の実現を模索
する中で，企業の社会的責任が強く問われるよう
になった．同時に，1990年代以降は途上国におけ
る開発プロジェクトに投融資する際，環境や社会
への影響評価が求められ，金融機関の社会的責任
に関する議論も深化した．1992年に「国連環境計
画金融イニシアティブ（以後，UNEP FI）」が設
置され，同年開催された「環境と開発に関する国
連会議」の際には「環境と持続可能な発展に関す
る銀行声明」を発表した 4）．その後 UNEP FIは，
コフィー・アナン国連事務総長（当時）が提唱し
て発足した人権，労働，環境に関する企業の行動
原則「グローバル・コンパクト」と共に「責任投
資原則（Principles for Responsible Investment＝
PRI）」を策定した．2006年に公表された PRIで
は，金融機関の行動規範として投融資に「環境
（Environment = E）」のみならず，「社会（Social = 
S）」，そして「コーポレート・ガバナンス（Corpo-
rate Governance = G）」を考慮すべきことが宣言
された．それぞれの頭文字をとって ESGと呼ば
れている行動規範は，後述するように今日の投資
手法として広く普及するに至った．
　PRIの最大の特徴は，投資家に原則への署名を
求めたことにある．即ち，従来のように基金の一
部に SRIファンド（SRIを考慮したファンド）を
する金融機関が NGO等の批判の矢面に立たされ
る蓋然性は高まっているのではないか．今日で
は，紛争時に虐殺や人権侵害，差別や弾圧といっ
た非人道的行為が発生した際，当該地域・国や関
連国と同時に，武器を製造する企業や融資・投資
する金融機関の責任が問われるようになってい
る 1）．背後には，グローバリゼーションの深化に
伴い国家以上に膨大な資本力を持つ企業及び金融
機関の社会的責任を問う声が高まってきたことが
ある．
　国境を超えて資本や労働市場に影響を及ぼす企
業は，持続可能な社会の実現に向けて人権尊重や
差別撤廃といった普遍的価値を実現し，紛争や非
人道的行為に加担しないよう努力することが必至
になりつつある．同時に，従来は運用益を最大化
させることで評価されてきた金融機関でさえ，資
産運用にあたり一定の価値規範を順守することが
求められるようになっている．企業の社会的責任
（CSR）や金融機関の社会的責任投資（SRI）を問
う声は古くから存在するものの，こうした現象は
経済成長と持続可能な社会の在り方について根源
的な問いが投げかけられるようになった昨今，
質・規模共に欧米社会を中心に加速的に変化して
いるのである 2）．
　本稿では，スーダンのダルフール紛争を契機に
活発化した米国内における NGOの反投資運動を
事例に検証を試みる．その際，反投資運動が，ダ
ルフール紛争を助長・悪化させる一要因となって
いた原油事業にはいかなる形においても係わるこ
とは倫理的に容認されないこと，即ち，民間企業
や金融機関が政府に利する行動をとること自体を
否定するキャンペーンを張った点に着目し考察す
る．
１．SRI拡大の背景と現状
　投資には社会的責任を伴うという概念の起源あ
るいは発展の経緯については多数の先行研究が存
在することから，ここでは本稿に係わる現象に絞
って記述する 3）．その上で，昨今の SRI傾向，そ
してその多義性について小括する．
95目加田：グローバル化時代の反投資運動
組み込むのではなく，基金全体を PRI原則に則
って運用するよう求めたのである．国連の原則事
務局の集計によれば，PRIへの署名機関は急増し
ている．2006年の原則公表直後に署名した機関は
16，投資家が保有する運用資産は２兆ドルだった
のが，10年を経た2016年９月時点にはそれぞれ
1,562，60兆ドルまでに拡大している 5）．
　また，SRI市場の規模や動向を継続調査してい
る世界各地の社会投資家フォーラムの分析から
も，その規模が拡大傾向にあることがわかる．例
えば，米国の「持続的且つ責任ある投資フォーラ
ム（US SIF）」によれば，1995年当時0.6兆ドルだ
った市場規模は2014年末には6.57兆ドルと10倍以
上に拡大したと推定されている 6）．この傾向は欧
州においてより顕著で，「欧州持続的投資フォー
ラム（Eurosif）」によると，2002年末の0.3兆ユー
ロから2014年末で約9.88兆ユーロに急増してい
る 7）．
　さらに，持続的投資を促進する国際的団体「グ
ローバルな持続的投資連合（GSIA）」は，2014年
初頭の世界における SRI市場規模が21.4兆ドルに
上ると推定している．欧州と米国の占める割合が
それぞれ63.7％と30.8％で，両地域で世界の９割
以上を占めており，カナダ4.4％，オーストラリ
ア／ニュージーランド0.8％，日本を除くアジア
0.2％と続く 8）．規模こそ小さいものの，アフリカ
やアジアの新興経済地域でも SRI市場が形成・
成長しつつある実態が伺える．
　⑵　SRIの定義と手法
　既述した通り，SRIの原点には宗教家の存在が
影響を及ぼしていたことから，従来は「道徳的投
資（moral investment）」という用語が用いられて
きた．その後20世紀後半から SRIが普及するよ
うになると，「宗教」或いは「道徳」といった価
値と距離を置き，より広く持続可能な社会の実現
を求める声が高まっていった 9）．昨今では SRIの
Sを「持続可能（sustainable）」として置き換え
ることもあり，どの点に重きを置くかは機関投資
家や資産運用会社等によって異なる 10）．例えば，
欧州の13か国を調査対象とする Eurosifは何が
SRIを構成するかは文化的・歴史的に多様とした
上で，欧州には共通した定義はないと結論づけて
いる．その上で，SRIを「環境，社会，ガバナン
スへの関心と金融目的を両立させる，あらゆる投
資過程」（Eurosif 2014:9）と広義に解釈している．
　本稿では，SRIが小規模ファンド中心だった時
代からメインストリーム化した現在においては，
特定の地域や価値，文化と親和性の高い限定的な
概念としてよりは，むしろ SRIが社会的課題を
是正するために個人や機関投資家を含むあらゆる
投資家が責任を果たし得る方法であり，その手法
は多様であると捉える．従って，「ESG投資」や
「社会的責任投資」，「持続可能な責任投資」とい
った用語を含めた包括的概念として，SRIを用い
ることとする．
　尚，一般的に SRI投資手法は以下のように分
類される：
⒜ 　ESGを考慮した投資：投資プロセスに財務
諸表だけでなく ESG情報も加えて投資を行う
手法の総称．
　①　スクリーニング（除外）：
⒤ ネガティブ・スクリーニング：ある基準
（価値観）に基づいて，その基準に適合し
ない企業や業種，国等を投資対象から省く
手法．「規範的排除」は国際法（eg．対人
地雷禁止条約やクラスター爆弾禁止条約
等）や規範（eg．人種差別や人権弾圧
等），「業種別排除」は特定の産業（煙草や
アルコール，ギャンブル等）を投資対象外
とする．
ⅱ ポシティブ・スクリーニング：ネガティ
ブ・スクリーニングとは逆に，企業の
ESG課題への取り組みを評価し，社会的
責任を果たしていると認められる企業を選
んで投資する．
　②　インテグレーション（統合）：企業評価に
環境や社会問題の視点を取り組む手法だが，
実際には様々な投資方法がある．
⒝ 　エンゲージメント（株主行動）：株主になる
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た．特に英国は，スエズ運河やインド洋への出口
にあたる北部を社会資本整備や農業開発といった
政策面でも重要視していた．結果，南北の交流が
断たれ，独立段階で既に南北を遮断する境界線が
でき上がっていた 11）．従って，独立当初から南
部の周辺化は必然のものとなり，このことが南北
間の不和を助長する要因となり，その後内戦が長
期化する原因ともなった．
　独立の前年に勃発した第一次内戦は，1972年に
政府・反政府の間で締結されたアジスアベバ協定
まで続いた．同協定によって南部には自治権が与
えられたが，その後南部で石油が発見されたこと
によって製油所建設の場所等を巡って南北対立が
激化した．スーダン政府は自らに利権を集中させ
ようと南北境界線の引き直しを図る等して，最終
的にはアジスアベバ協定を破棄したことにより，
第二次南北紛争が勃発した．後述するように，石
油を含む豊富な資源の存在が，今日に至っても国
内の利権争いや海外の介入を招く理由となった．
　1983年に入ると，一部の武装集団を中心に組織
された「スーダン人民解放軍（Sudan People’s 
Liberation Army = SPLA）」が政府に対して蜂起
し，2005年１月の南北包括和平合意（Comprehen-
sive Peace Agreement = CPA）まで，アフリカで
起きた最長の戦といわれる第二次内戦が続いた．
内戦が長期化した要因の１つに，北部政権の不安
定さが指摘されている．これは1989年にバシール
中将（後に大統領となり現在に至る）と「国民イ
スラム戦線（National Islamic Front = NIF）」が起
こしたクーデターによって，政府の中心をイスラ
ム原理主義勢力が指導することになり，南部の反
政府勢力との戦いをスーダンのイスラム化のため
のジハード（聖戦）と規定し実行したところによ
る（富田2012:11）．この結果，米国やイランな
ど，諸外国がそれまで以上に関与し出し，結果と
してスーダンの内紛は複雑・長期化していくこと
になった．
　第二次南北紛争の終結を待つことなく2003年２
月，スーダン西部のダルフール地方で政府軍と政
府から支援を受けるジャンジャウィードと呼ばれ
ことによって経営者との対話や議決権行使，株
主提案といった手法で企業に何らかの行動を促
す手法．
　投資手法は相互排除的に用いられる訳ではな
く，むしろ様々な手法を組み合わせるのが一般的
であり，ネガティブ・スクリーニングによって除
外候補となる企業には株主行動を通じて企業の問
題行為（本稿の場合にはスーダンへの関与）を是
正するよう促すことも多い．また，国や地域によ
っても用いられる手法は異なる．例えば欧州で主
流なのはネガティブ・スクリーニングでエンゲー
ジメントが用いられることは少ない一方，伝統的
に株主運動が盛んな米国ではネガティブ・スクリ
ーニングに加えエンゲージメントも積極的に用い
られている．尚，本稿で検証するダイベストメン
ト（反投資）は，ネガティブ・スクリーニングに
よってスーダンと係わりのある企業を金融機関の
投資除外対象とすることを指し，エンゲージメン
トを通じ対話を促す行為も含まれる．
２．スーダン紛争小史と利権争い
　スーダンでは，1955～1972年の第一次内戦，
1983～2005年の第二次内戦，1994～2006年の東部
紛争が断続的に起き，2003年に勃発したダルフー
ル紛争が尚継続中である．これらの紛争はそれぞ
れに無関係に起きた訳ではなく，様々な形による
国外からの介入も相まって，極めて複雑な様相を
呈している．従って，その全容を詳述することは
もとより本稿の目的ではないことから，ここでは
概略のみについてまとめることとする．
　⑴　スーダンの内戦とダルフール紛争
　スーダンは，イギリスとエジプトの共同統治か
ら独立を果たした1956年当時は250万 km2とアフ
リカ最大の面積を有した．大まかに北部はイスラ
ム教を信仰するアラブ系，南部にはキリスト教を
信仰するアフリカ系の国民で構成されていた．独
立以前は宗主国によるスーダンの南北隔離的措置
によって，北部に限定的な統治が進められてい
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　第二次内戦は2005年１月に，南スーダン独立の
是非を問う住民投票を実施すること等を含む「包
括的和平協定（CPA）」が締結され終結した．ダ
ルフール紛争については2006年５月，「ダルフー
ル和平合意（ESPA）」が署名され一応の収束を見
た．また，2011年には南部スーダンがアフリカ54
カ国目の分離独立を果たした．しかし，今日に至
るまで各地で様々な紛争が起きており，ダルフー
ルについても多数の民間人被害を生み出し続けて
いる 15）．
　⑵　原油利権と武器輸出
　スーダンの内戦を複雑化且つ長期化させた要因
の一つに，原油及びその利権を巡る企業や国の関
与・介入がある．スーダンでは1970年半ばに米国
のシェブロン社が油田探査を開始したが，第二次
内戦が開始した翌年に反乱軍により従業員３人を
殺害されたことから一時撤退を余儀なくされ 16），
最終的に10億ドルの損失を出して1990年に利権を
手放した 17）．1990年代半ばに入ると中国国有石
油会社の「中国石油天然気集団公司（China 
National Petroleum Corporation = CNPC）」とマ
レーシアの「ペトロナス社（Petronas）」が油田
地域に投資する権利を獲得した．しかし，2003年
に両社が発掘する油田地帯で住民が強制移住させ
られている弾圧の実態が明るみに出たため，西側
のパートナーであったオーストリアの石油・ガス
発掘企業「OMV社」とカナダの石油企業「タリ
スマン社（Talisman）」はスーダンから撤退し
た 18）．これで西側企業は全てスーダンへの投資
を断念することになるが，その穴を埋める形でイ
ンドの OVL社が進出した 19）．
　こうして中国（後に CNPCの子会社「ペトロ
チャイナ社（Petrochina）」），マレーシア，イン
ドの国営企業３社が油田の探鉱開発のみならず，
製油所や原油パイプラインの建設等も手掛け，
「３社がスーダンの石油産業を支えているといっ
ても過言ではない」（竹原2006）状況になった．
2007年10月時点では，３社でスーダンの石油生産
の90％を支配し，原油はスーダンの総輸出の92.6
るアラブ系民兵による現地住民に対する襲撃が始
まった．これは，政治的・経済的格差に不満を募
らせていた黒人系住民が北ダルフール州の政府駐
屯地を襲撃したことに端を発したと言われてい
る．スーダン政府はジャンジャウィードの地上攻
撃を空爆によって支援し，反乱軍の鎮静化を主導
した．反政府・政府軍の双方が民間人に対する攻
撃を行ったと非難されているが，優勢を得たのは
武力で上回った政府・ジャンジャウィード側で，
大量虐殺や略奪，レイプを含む人権侵害に関与
し，食糧や家畜，水源を含む集落を壊滅させ
た 12）．2008年までの５年間で20万人が殺害され，
250万人が家を追われたと言われている 13）．一部
の難民は隣国チャドに逃げ込んだことから，後に
スーダン政府はチャド軍とも衝突する事態に発展
した．
　ダルフール紛争に国際社会の耳目が集まったの
は，民族浄化や暴力行為の実態について，ルワン
ダの大虐殺を髣髴とさせる報道をメディアが大々
的に開始した2004年半ば以降のことである
（Prunier:198）．国連安全保障理事会は2004年７
月，アフリカ連合（AU）による国連保護軍（protec-
tion force）の創設を支持すると同時に，非国家
武装主体への武器輸出禁止措置を決定する決議
（1556）を採択した（中国，パキスタンは棄権）．
また翌年３月にはダルフール和平協定の早期かつ
実効的な履行を確保する目的で「国連スーダン派
遣団（UN Mission in Sudan = UNMIS）」の設置
を決定する決議（1590）を全会一致で採択した．
そして2007年７月には，UNMISの活動範囲をダ
ルフール地方にも拡大する「国連 AUダルフール
合同ミッション（UNAMID）」成立決議（1769）
を採択した（中国，カタール，ロシアは棄権）．
　安保理は1956年のスーダン独立以降2014年６月
までの間，同国に関する40の決議を採択している
が，初めて採択された1956年の決議（112）は国
連加盟を承認するものであり，それ以降1996年ま
での２回を除き，その他全ての決議は2004年，つ
まりダルフール紛争が勃発して１年以上経ってか
ら採択されたものである 14）．
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AUによる平和維持軍を投入するに留めた．2005
年には内戦を終結させることで幕引きを図り，ダ
ルフールは放置された．その後，AUの平和維持
軍の失敗が判明すると，国連の平和維持軍を送ろ
うとしたもののスーダン政府の合意が得られず失
敗し，ようやく合意を取り付けたのは２年近くを
経た2007年７月だった．しかし，投入された維持
軍は物資や人員不足で，2009年３月の段階で２万
6,000人の予定だった部隊・警察の67％しか満た
していなかった．
　一方，米国政府は，2004年の国連人権委員会
（2006年以降は国連人権理事会）で「ダルフール
の民族浄化」といった強い表現を用いてスーダン
政府を非難する決議案の採択を提案したが，EU
代表団はより消極的な AUの決議案支持に回っ
た．また，米国は1992年のユーゴスラビア，1994
年のルワンダ，1999年の東ティモール以来となる
特別セッションの招集を呼びかけるが，実現しな
かった 22）．国際社会における米国政府の影響力
不足が明らかになる中，米国内では国連以外の場
でダルフール問題を顕在化し解決を模索する動き
が活発化していくことになった．
３．「ダルフール救済キャンペーン」と
　　反投資運動
　米国では，長年 NGOや宗教団体等を中心にス
ーダンへの支援が断続的に行われていたが，2004
年夏，それまで散発的に行われていた活動が「ダ
ルフール救済キャンペーン（SDC）」の旗印の
下，結集した．同年初頭から始まったメディア報
道を受け，ダルフールの惨状が明らかになったこ
とで，一気に盛り上がりを見せたのである．本節
では，SDCの活動概要及びその一環として展開
された反投資運動について記述する．
　⑴　ダルフール救済キャンペーン（SDC）
　SDCは，2004年７月14日にニューヨーク州立
大学で開催された「ダルフール緊急サミット」を
きっかけに始動した．「米国ホロコースト記念博
物館」と「米国ユダヤ世界サービス」の２団体が
％を占めるに至った．原油輸出はスーダン経済を
支える柱となり，GDP成長率は10％に達した．
　一方，原油による歳入はその大半が内戦当時と
同様に軍需支出に充てられてきた．スーダンが石
油生産を開始した1999年から2001年の間，軍事費
は45％増加し，2001年の原油による歳入の内60％
（HRW 2003:350-351），或いは70％ 20）を軍事費が
占めたと言われている．軍事費は，10万人規模の
陸軍及び民兵防衛軍（Popular Defense Force = 
PDF）の維持費や攻撃型ヘリコプター，大口径火
砲システム，戦闘車両等の武器弾薬の購入費に充
てられた他，国内の軍需産業育成にも投入された
（HRW 2003:353）．スーダンに武器を売却してい
たのは，中国，ロシア，ベラルーシ等だが，中で
も中国が1971年以来30年間最大の武器供給国で，
内戦が激化した1990年代以降その量は増大してい
た（Large 2007:54）．様々な武器，戦車，ヘリコ
プター，攻撃型戦闘機や対人地雷・対車両地雷に
ついても中国が最大の供給国となっていたことが
HRW等の調査で指摘されている（HRW 2003:　　　
456-457）．また，2006年６月に人権団体アムネス
ティ・インターナショナルが発表した報告書『中
国：紛争と弾圧をあおる秘密裏の武器輸出』で
も，中国がスーダンに輸出した武器が紛争や暴　　　
力に利用されることにより，人権侵害を助長して
いると指摘されていた（Amnesty International 
2006）．
　2004年に可決された安保理決議1556「スーダン
への武器輸出禁止措置」は全ての国に対してダル
フールへの武器売却或いは供給を禁止していた
が，その後，国連の調査により中国がスーダン政
府や近隣諸国に対する小火器の最大の供給者であ
る実態が報告されている 21）．西側諸国がスーダ
ンに対して武器禁輸措置をとる一方，中国政府は
資源外交としてスーダン政府に対して武器供与を
行ってきたのである．
　しかし，ダルフール紛争に関する国際社会の反
応は鈍く対応は後手に回った．欧米諸国や国連は
３億ドル余りの人道的支援を行ったものの，積極
的に政治介入する姿勢は見せず，使命が曖昧な
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には，スーダン政府がダルフール紛争で住民を虐
殺していたアラブ系民兵に武器を供給し自らも空
爆によって協力していたことが明らかになったこ
と，更にその資金源となったのが原油売却の見返
りに得た莫大な資金と武器だったことが判明した
ことがあった．依って，原油発掘や精製，輸出等
に係わる企業，そしてそれらの企業に投融資する
金融機関への批判が高まったのである．
　既述の通り，SDCは緩やかなキャンペーンと
して展開したことから，傘下の団体が全米各地で
多様な活動を繰り広げて行くことになった．反投
資活動についても，教職員組合や自治体組合，年
金基金，宗教団体，株主団体等が投資信託や投資
顧問会社等を巻き込みながら幅広い働きかけを行
っていった．その一例として，ここでは SDCの
一つのプロジェクトとして展開された「スーダン
反投資タスクフォース（SDTF）」が反投資活動
に取り組むきっかけとなった教育機関への働きか
けを事例に挙げてみたい．
　2004年秋，ハーバード大学の学生２名が証券取
引委員会に記載されているスーダン政府と取引の
ある企業とハーバード大学基金の資産構成（ポル
トフォリオ）を比較したところ，ハーバード大学
基金は時価総額で3,900億ドル（当時）相当のペ
トロチャイナ社の株を保有していることが判明し
た．この結果を大学新聞に掲載したところ反響を
呼び，学生間でハーバード大学基金はペトロチャ
イナ社から手を引くべきだとの主張が広がった．
最終的に，同基金の「株主責任に関する諮問機
関」は2005年４月，学生の要求を受け入れ，ペト
ロチャイナ社より投資を引き上げると発表し
た 25）．米国の主要な大学・研究機関は，機関投
資家として膨大な基本財産を運用しているが，中
でもハーバード大学は最大の規模を誇る．その大
学基金がダルフール紛争に係わる企業からの投資
引上げを発表したこと，特に同基金が中国の石油
会社とスーダン政府の戦争犯罪を結び付けて基金
の道徳的責任を果たす姿勢を見せたことは，他の
教育基金にも大きな影響を及ぼした 26）．
　2005年６月には，スタンフォード大学がペトロ
主催した同サミットは，当初ユダヤ人コミュニテ
ィを対象としたものだったが，想定を上回る幅広
い関心を集めた．多様な宗教や人道，平和や人権
等50を超える団体幹部が出席し，過去の人権や奴
隷制度，アパルトヘイト等に反対する運動を教訓
に，緩やかな繋がりを保ちつつ共通の旗印の下で
キャンペーンを展開して行くことで合意した．
　SDCの目標は，ダルフール問題について米国
政府がより積極的姿勢をとるよう圧力をかけるこ
とにあったが，その鍵になると考えられたのが世
論の動員にあった．SDC関係者に「バイブル」
と称され広く愛読されていた学者サマンサ・パワ
ーの著書『集団人間破壊の時代─平和維持活動の
現実と市民の役割』 で，米国政府が虐殺に消極的
なのは国内の支持がないからだと説いていたから
である 23）．SDCは，世論喚起のために「ダルフ
ールへの100万人の声」「虐殺を止めさせるラリ
ー」「はがきキャンペーン」等，数々の市民参加
型イベントを仕掛けていった．当初は盛り上がり
を欠いていた一般世論の関心も，2005年初頭に公
開された映画『ホテル・ルワンダ』によって，ル
ワンダの大虐殺とダルフールを重ねて捉える人が
増えたことから風向きが変わった．
　2006年春ワシントン DCで開催された「虐殺を
止めさせるラリー」には１万5,000人が参加し，
当時上院議員だったバラック・オバマやノーベル
平和賞受賞者でホロコーストの生存者エリー・ウ
ィーセル，俳優のジョージ・クルーニー等が壇上
に登り世論喚起した．その前日には SDCの幹部
がジョージ・ブッシュ大統領（当時）と会談を果
たす等，国内政治への働きかけも強化した 24）．
集会や宣伝，メディア報道によってダルフール問
題への関心は全米に広がり，リストサーブには
100万人が登録するまでに拡大していった．
　⑵　反投資運動
　世論への働きかけと当時に，SDCは米国政府
及びスーダン政府とダルフール紛争を結び付ける
具体的きっかけとして，金融機関の責任を追及す
る反投資運動に可能性を見出しつつあった．背景
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原油，採鉱，発電，軍需産業等に係わる企業を反
投資リストに含めたのである．
　こうした様々な手法を用いた戦略的働きかけに
よって，複合的な効果がもたらされた．例えば，
カリフォルニア州立大学ロサンゼルス校（UCLA）
では，カリフォルニア州下の全大学に対してスー
ダンに対する投資方針を答申する「カリフォルニ
ア大学スーダン反投資タスクフォース」が組織さ
れた．同タスクフォースは，スーダンに係わる全
企業から投資を引き上げるのではなく，スーダン
国内の80％の雇用を支える農業関連企業を除外す
る方針を立てた．そして，2006年３月には投資引
上げ方針を採択し，その５か月後にはカリフォル
ニア州政府は州政府基金をスーダンから引き上げ
る州法を採択した 29）．
　最終的に，SDTF等の反投資運動は一般市民を
動員する運動として発展し，一定の成果を収め
た．大学や州議会・連邦政府，企業，そして株式
信託の投資内容を再検討するよう働きかけた際に
は，ロビー活動のツールとして活用されていっ
た．ボストンを拠点に展開した「虐殺に反対する
投資家連合（IAG）」 30）と共に，SDCは数百万ド
ルの規模の広報を展開し（SDCだけで広報に
3,300万ドル費やした），テレビ CM，新聞や掲示
板の広告等で「あなたは，虐殺に投資していませ
んか？」と問いかけたのである（Budabin, 2011: 
228）．
４．ダイベストメントキャンペーンの
　　影響と課題
　SDTFや IAGの取り組みによって，一部の大
学基金や年金基金がスーダンと係わる企業から投
資を引き上げたものの，マクロな次元でスーダン
問題は米国の SRI市場にどのような影響を及ぼ
したのだろうか．
　⑴　SRI市場への影響
　ここでは，SRI市場の規模や動向を２年ごとに
継続調査している米国の US SIFが発行する報告
書から読み取ってみる 31）．先ず，「スーダン」或
チャイナ社等４社から投資を引き上げると発表し
た．同大学長は「ダルフールで行われている虐殺
はスタンフォード大学の精神に真っ向から反す
る」 27）と，教育機関の責任を強調する声明を出し
た．同年11月にはダートマス大学も石油会社６社
から投資を引き上げると発表，そしてカリフォル
ニア大学，アムハースト大学，イェール大学，ブラ
ウン大学等が相次いで投資引上げを発表した 28）．
　ところで，SDTFは大学基金や他の金融機関に
働きかける際，闇雲にスーダン関連企業から投資
を引き上げるよう求めた訳ではない．米国では
1997年に政府が発動した制裁によって，民間企業
はスーダンでの事業に制限を受けていたことか
ら，SDTFは米国及び世界の金融市場と繋がりが
ありスーダンにおいて活発に投資を行っている特
定の外資系企業を標的にしたのである．
　SDTFは，「標的モデル（Targeted Model = TM）」
と呼ばれたこの戦略で３つの手法を用いた
（Budabin:223-226）．１つ目は，外資系企業と
SDFTが直接対話することによって，スーダンへ
の投資から手を引くか，ダルフール政策を変更す
るようスーダン政府に働きかけるよう説得するこ
と．つまり，対話を通じて間接的に企業がスーダ
ン政府への圧力を高めるよう求めた．２つ目は株
主運動を展開することで，人権団体アムネステ
ィ・インターナショナルと協力し，世界最大の持
株会社である米国のバークシャー・ハサウェイ
（Berkshire Hathaway）や米国最大規模の投資信
託会社フィデリティ・インベストメンツ（Fidelity 
Investments）等の米国内外の金融機関に働きか
けることによって企業への投融資を引き上げるよ
う求めた．そして３つ目は，米国や他の国々にお
いてスーダンへの投資禁止を法制化することによ
って圧力を高めることを目指した．その際，
SDTFは漠然と全産業を対象とするのではなく，
標的モデルによってスーダン政府への圧力を最大
化させる一方，スーダン国民への悪影響を最小化
するよう注意を払った．例えば，農業，消費財，
教育，人道等の分野で活動する企業は一般市民へ
の影響が大きいことから対象から外された一方，
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みを評価し（USSIF 2007:19），「ダルフールの虐
殺に対する怒りが，8,600億ドルの資産を運用す
る機関投資家やファンドマネージャーに（スーダ
ンで）活動する企業から投資を引き揚げさせた」
（USSIF 2007:5）と分析している．
　2008年の報告書で USSIFはスーダン関連の除
外傾向が加速すると予測していたが，実際2010年
に発行された報告書では長年除外産業の首位だっ
た煙草を抜き，スーダンは最も重視される分野に
浮上した．その規模は1.3兆ドルに上り（USSIF 
2011:11），この傾向は2012年の報告書でも変わら
ず1.63兆ドルに増加した（USSIF 2012:14）．SRI
市場の拡大傾向のみから SDTF活動の効果を測
ることはできないが，今日でも米国の SRI市場
ではスーダン・ダルフールが最も忌み嫌われる投
資先になっている（USSIF 2014:61）．
　⑵　今後の課題
　ダルフール紛争が勃発した2003年２月，国際社
会の関心はイラクの大量破壊兵器保有の有無及び
米国を始めとする国々がイラク空爆に踏み切るか
否かという問題で占められていた．その流れは同
年３月の開戦以降，加速した．既述の通り，ダル
フールでは誘拐，レイプ，収奪等の残虐行為が繰
り返され，数100万人規模の国内外避難民を生み
出していた．それでも欧米諸国のダルフール紛争
に対する関心は低く，アフリカの問題は基本的に
AUに委ねるという姿勢が支配的だった．戦争犯
罪人を裁く国際法廷が開かれ処罰が進められてき
たルワンダと比して，ダルフール紛争では責任者
が裁きを受けることが免れ，今日に至るまで惨禍
は収まっていない 33）．
　こうした中，SDC及び SDTFの取り組みはス
ーダン政府による戦争犯罪と西欧諸国の企業及び
投資する金融機関の責任を問うたという意味にお
いて一定の成果をもたらした．最大の要因は，１
節で既述した通り持続可能な社会の実現には人権
尊重や差別撤廃，腐敗撲滅といった普遍的価値を
広め，非人道的行為に加担しないという原則が過
去10年で加速的に広まり定着してきたことが指摘
いは「ダルフール」という用語が投資の除外対象
として初めて登場するのは2004～2005年を調査対
象とした2006年の報告書である 32）．ただし，同
報告書では投資家の関心が，人権弾圧や抑圧的政
権に係わる企業の社会的，政治的リスクが高まる
例としてビルマとスーダンを挙げているだけで，
記載は数行に留まる（USSIF 2006:4）．
　スーダンが具体的に SRI市場に影響を及ぼす
形で登場するのは，2006～2007年を調査対象とし
た2008年発行の報告書である．同報告書は，SRI
市場が２年前に比して18％増加した主要因がスー
ダン危機だと分析している．その理由として，機
関投資家が除外対象とする分野の２位にスーダン
の虐殺が浮上したことを挙げている．３位以下に
人権や環境，労働問題等が続くが，１位の煙草と
２位のスーダンの虐殺が３位以下に大きく水を空
ける結果となったからである（USSIF 2007:19）．
　では，どのような機関投資家がスーダンを排除
する決定をしたのだろうか．同報告書によると，
運用資産規模が1,000億ドル超の巨大企業の年金
基金から100万ドル以下の NPOまで幅広く，企
業や州・地方自治体基金，宗教機関，病院・ヘル
スケアプラン，教育関係基金，女性財団，労働組
合等，多岐の分野に渡る機関投資家が含まれ，こ
れら機関投資家が SRI手法で運用する総資金は
8,600億ドルに上っている．中でも，特筆すべき
は総合大学や単科大学等教育機関の動向である．
既述した通り，2005年から2006年にかけて全米の
大学基金が相次いでスーダン関連企業からの投資
引上げを決定したが，その結果，これら教育機関
は SRI運用資金で機関投資家の２位に浮上する
ことになった（１位は政府・公共関連基金）
（USSIF 2007:21）．この中には，バーバード大学
やスタンフォード大学，プリンストン大学，イェ
ール大学，コーネル大学，ブラウン大学，カリフ
ォルニア大学等々，全米最大規模の教育機関や最
も高い収益を生み出している基金が含まれてい
る．
　機関投資家の関心が高まった理由として，同報
告書は SDTFや SDC，人権団体等による取り組
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蓋然性が高まっている現状を自覚し，対策を講じ
ることが求められている．
　付記
　本稿は，科学研究費助成金（基盤研究 C）「グローバ
ル化時代の民主主義の赤字に対応する市民社会ツール
の研究」（2013-2015）及び特定課題研究費「日本の防
衛産業と社会的 SRI戦略」（2014-2015）の研究成果の
一部である．
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